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研究成果の概要（和文）：福島原発事故発生後5年目の発災当時乳幼児の子どもを持つ母親にインタビューを行
った。母親は原発事故避難者であることで、学校での子どもへの差別、地域での偏見への不安をもっていた。ま
た心を許せる仲間がいなかった。1986年のチェルノブイリ原発事故被災者で、ウクライナ国内に避難した母親に
インタビューを行った。発災直後の避難先で放射線がうつると差別を受けたことが最も辛かったことであった。
集団移住した母親は、同郷の仲間と支えあいながら生活していた。最近の不安は癌など身体的な健康不安であっ
た。福島原発事故被災者の母親への支援は、被災者同士との交流の場を作ることが必要である。

研究成果の概要（英文）：Five years after the Fukushima Nuclear Power Plant Accident, the researchers
 interviewed with mothers of infants at the time of the accident. They felt insecure about the 
discrimination to their children and the prejudices in the community because they were the evacuees.
 Even they didn’t have open-minded friends. Another interview was made with mothers who evacuated 
to Ukraine due to the Chernobyl Nuclear Power Plant Accident in 1986. Their most suffered experience
 was the discrimination in their first evacuation community just after the accident to be told that 
they would contaminate people with radioactivity. The mothers who evacuated with the others from the
 same hometown supported each other in the new community. One of their recent concerns was the 
physical health such as cancers. Results pointed to the needs of the support for the affected 
mothers from Fukushima, providing a place for communication among the affected people with same 
experience of the disaster.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
福島原発事故被災者の母親は、発災から5年経っても偏見や差別、やっかみなどの目で見られているのではない
かという不安な気持ちを持ち続けていることが明らかになった。チェルノブイリ原発事故被災者の子どもを持つ
母親の、一部の者もこのような不安はあったが多くは、同郷の仲間と集団移転したことで、差別などを感じるこ
とは発災後初期の頃のみであった。また、不安を持つことがなかったのは同郷の仲間と集団移転したことが一因
であった。よって、福島原発被災者の母親に関しても、同郷の母親との交流を持つことが不安の軽減に支援とな
る。また、原発事故災害は稀有な災害であり研究が少ないため今後も継続的な研究が必要である。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
原発事故は放射線の人体への影響が懸念され、とりわけ子どもや妊孕年齢にある女性などへ
のリスクが高い（菅谷, 2011）。また、生活拠点の移動により、住民は移動先の住民との関係性
にも軋轢が指摘された（毎日新聞, 2013/5/28）。将来への健康被害の不安を持ちながら生活拠点
を移動せざるを得なかった子どもを持つ母親は相談相手が居なく、孤立している状況がある（浦
田，高田，内木 2013）。加えて、研究者が 2012年より健康支援事業を運営している I市では、
原発事故災害被災者であることにより、差別体験を話している。また、震災後の児童虐待増加
率が福島県では全国比よりも高く、関係者は避難によるストレス増が要因とみている（河北新
聞, 2031/3/13）。原発事故と移動による被害の対象が子どもを持つ母親であることが表面化して
いるが、原発事故自体が稀であり、その影響は 1979年スリーマイル島原発事故や 1986年チェ
ルノブイリ原発事故や学ぶ他ないにもかかわらず、母親の長期に渡る移動生活に報告はない。 
 
２．研究の目的 
（１）福島原発事故調査：福島県の原発事故により移動をして生活をしている子どもを持つ母
親の生活と健康の体験をナラティブ分析し、母親の課題の背景や要因を明らかにする。 
（２）チェルノブイリ原発事故調査：チェルノブイリ原発事故により生活の拠点を移動した子
どもを持つ母親の生活や健康に関する課題を明らかにする。 
以上より、（１）で福島原発事故の母親の状況を明らかにした上で、（２）でチェルノブイリ
原発事故の母親の経験から、福島原発事故の母親への支援モデルを検討する。 
 
３．研究の方法 
（１）福島原発事故調査：質的記述的研究である。災害発生後から今日までの体験で記憶に残
っていることとその意味づけについて自由に語っていただいた。その際、インタビュ‐ガイド
に照らし合わせながら内容を深めた。デ‐タ収集は 2016 年 1月～2017 年 7月。研究参加者は
福島県の原発事故により生活の拠点を移動した子どもを持つ母親であった。分析は参加者の承
諾を得て録音し、逐語録を作成した。デ‐タ分析は対象者のナラティブから、避難生活に関し
た辛さや苦難等の文脈を抽出し、小テ‐マをつけた。その後、共通する内容を集め、テ‐マに
【】をつけた。日本赤十字看護大学倫理審査委員会の承認を得て実施した(2016－73)。 
 
（２）チェルノブイリ原発事故調査：質的記述的研究である。発生時から避難の過程での居住
先の移動と、その場で過ごす中での出来事をどのように意味づけているかにについて自由に語
っていただいた。その際、インタビュ‐ガイドに照らし合わせながら、内容を深めた。デ‐タ
収集は 2018 年 10 月。研究参加者はチェルノブイリ原発事故により生活の拠点を移動した子ど
もを持つ母親であった。デ‐タ分析は対象者のナラティブから、避難生活に関した辛さや苦難、
喜びなどと、新たな地で生活に適応するために工夫したことに関する文脈を抽出した。日本赤
十字看護大学倫理審査委員会の承認を得て実施した(2018－070)。 
 
４．研究成果 
（１）福島原発事故調査 
研究に興味を持っていた 6人に依頼したが、そのうち 2名は想起しようとしたが、思い出す
と辛い、または話したことが他者に知られそうな気がして怖いという理由から辞退した。  
研究参加者は 4人であった。この 4名は、福島県外に一時期避難しており、避難場所を 4～5
回変えていた。インタビュ‐時は福島県内に戻って生活していた。発災時、母親年齢は 25～35
歳であった。発災当時の子どもの数は 1～2名で年齢は 0～5歳であった。 
母親達は心に残っている事柄とその思いについて、借り上げ住宅、そして現在の生活に至る
までの経過をいったりきたりしながら語った（図１）。母親達は借り上げ住宅に居住していた時
期の避難先地域では、知っている人もいない、頼れる人もいない状態であったこと、そして幼
稚園の手続きをしても、ぽつんと一人だったと【頼れる人などがおらず一人ぼっち】で孤独で
あった。また、避難所を出て親戚や知り合いの家で過す中で、放射線がうつるとか、福島から
送られてきた野菜は食べない等と言われ、母親達は【避難先地域住民に原発事故により放射線
汚染があると避けられ】ていた。加えて、買い物に行って子どものおもちゃを買っただけでも、
目の前でお宅はお金があるからとか、災害前から子どもが喜ぶブランドを少しずつ買っていた
のに、賠償金があるから高い服を買った等、避難先地域住民に【賠償金を貰っていると言われ
て隔たりを感じ】ていた。このような生活をする中で、【避難先地域で原発事故被災者だと指摘
されるのが怖く家から出られない】状況があった。その後、借り上げ住宅から、自宅を購入し
た者も居たが、借り上げ住宅に住み続けているものもいた。時間が経っても【原発事故被災者
であることを知られたくない】と、同郷の被災者間では気兼ねなく話ができていたが、避難先
では自分が原発事故被災者であることを話さないようにしていた。学校に行く子どもへの心配
として、テレビの情報や、他の被災者の話から【原発事故被災者だと子どもがいじめられるか
もしれない】と心配していた。一方で、同じ被災者同士であれば気兼ねなく話すことができ、
気持ちが楽になると語った。 
 
 



           
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１．母親の生活の場と困難さ 
 
以上から原発事故被災者であり避難を余儀なくされている母親達は、避難の過程、そして避
難先で孤独や差別を感じ、自宅に引きこもりがちであった。自分の意思とは別に移動し居住す
ることで、避難先地域に馴染むことが困難となり、加えて原発事故被災者であることで避難先
地域住民から差別を受けていると感じてしまい、地域の人々との接触を避け、閉じこもりがち
となっていると考えられた。田中（2014）は、災害時の移動により子どもや母親達が最も致命
的なダメ‐ジを受ける可能性がある集団であると指摘している。被災から数年を経ても原発事
故被災者への差別などによる子どもへのいじめが、母親の不安の要因となっていることが示唆
された。インタビュ‐を依頼した際にも、一度は引き受けながら辞退したことや、母親達の語
りから、自身が原発事故被災者であることを他者に話すことについて、不安を持っていた。こ
れらの不安について、被災者同士で話すことが、母親の気持ちを癒す手段と考えられる。 
 
（２）チェルノブイリ原発事故調査 
チェルノブイリ原発事故における子どもを持つ母親に関する先行研究について検討した。医
中誌、PubMed, CIMAAL を用いて、チェルノブイリ原発事故、災害、母親、避難をキ‐ワ‐ドに
検索した。1989 年から 2018 年に発表された 33 文献が検出され、そのうち福島原発事故災害、
スチ‐マイル島原発事故災害などチェルノブイリ原発事故ではない文献、胎児、子ども、思春
期女性、成人等が対象で母親が対象ではない文献、アブストラクトがない文献の 22 件を除いた。
対象とした 11 文献は、発災 9～28 年後に記述さていた。2 件は母乳に関する文献（Kozlova, 
Pukhovskiĭ, Riabukhin, 1995; Lechner, Brunner, Bergant , Pastner, Müller, 1997）であ
り、放射線が飛散された地域に住む母親の母乳への放射線の影響の有無に関するものであった。
他の 9件(Adams, Guey, Gluzman,& Bromet, 2011; Bridge, 2004; Bromet, 2014; Bromet et al, 
2011; Bromet, Havenaar, & Guey, 2011; Guey et al, 2008; Havenaar, 1996; Heiervang, Mednick, 
Sundet, Rund, 2011; Giussani, Risica, 2012）は心理・精神的な健康に関するものであった。
発災6年後には、18歳未満の子どもを持つ母親が子どもの健康問題に不安を感じていた。また、
発災数十年は、母親の苦悩が続いていた。発災後 20年後頃の避難経験をした母親と避難経験の
ない母親の比較では、避難経験がある母親のほうが明らかにストレス、抑うつ傾向が強かった。
しかし、それらの原因や背景は不明であった。 
そこで、チェルノブイリ原発事故で長期にわたり移動生活した子どもを持つ母親の体験や思
い、その対処を母親の語りから明らかにすることを目的に研究を行った。チェルノブイリ原発
事故で避難を強いられた母親に話し聞くために NGO 等にも声をかけたが、研究に協力してくれ
る組織がなく開始までに時間を要した。ウクライナ赤十字社に連絡をとり、ようやく研究協力
を得ることができ、研究を進めることができた。研究参加者はウクライナ国に住んでいる 10
名であった。母親は当時 20～38 歳であり、発災時は原発立地町または避難勧告が出された 30km
以内の村に居住していた。子どもを 1人または複数人つれて避難した。こられの母親は 3つの
種類の避難に分けることが出来き、その後の体験にも差異があった(図 2)。 
1 つ目は原発立地町に住む原発会社職員または自身が家族の母親である。原発会社職員家族
は、当日の夕方頃には事故が起きていたことが知らされており、数日後には会社が準備したバ
スに乗り避難した。その時には、自宅に帰れなくなることは知らされておらず、子どものオム
ツなど最小限の身の回りの物をもって移動を始めた。その後、多くの母親が、保養所に移動し、
数ヶ月間を過していた。この半年間に、親戚の家などにも移動しており、数回移動していた。
その後、1 年後位に、会社が準備した現在の町に集団で移動し、会社から住居が提供され定住
していた。保養所では、放射線がうつるなどの偏見の目で見られ、辛かったと語った。定住先
では、同じ町から集団で移動してきたため、支え合いながら生活していた。子どもは学校で、
殆どが同じ町からの避難者であり、不快な思いをすることはなかった。定住した町に来てから
も仲間がいたことで前向きに生活ができたと語った。加えて、住居の提供があったことで、生
活への不安はあまりなかったとも話した。 
2 つ目は教職員などの原発立地町の公共機関で働いていた母親である。これら原発会社職員
でなく原発立地町で働いていた母親は、事故が起きていることは知っていたが危険性は知らず、
1 週間後に避難した。保養所、親戚宅を転々としながら数回移動していた。自身で、現在の町
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と住宅を見つけ定住した。移動中および定住後も原発事故被災者であることで、差別や偏見を
受けた。特に子どもは、偏見などが耐えられなくなり、今は別の国に住んでいる。避難先の地
域住民と交流を持ち馴染むには、時間がかかったと語った。 
3 つ目は原発立地町周辺の村に住んで農業を営んでいた母親である。これらの母親は、事故
があった後、多くのバスが原発立地町を後にして出て行くことを目にはしていたが、何が起こ
ったのかは知らなかった。6 ヶ月から 3 年の間、自力で保養所などに避難したが、住むところ
がなく戻ってきて生活した。この頃は、子どもへの放射線の影響を心配した。住んでいた村が、
現在の定住地に家を準備してくれたので移動した。定住地では、初めのころは放射線を浴びて
いるのではないかと偏見の目で見られ、仕事を得ることが難しかったと語った。 
このように避難状況が 3種類あり、状況がそれぞれ違っていた。この 10人に共通していたこ
とは、家族と自身の健康を気にかけていた。数人は自身または家族が癌に罹患しており、今後
の再発、孫への影響がでるのではないかと不安を語り、これらは放射線に関連しているのでは
ないかと考えていった。 
 詳しい分析の結果は、今後学会で発表していく。直近では、チェルノブイリ原発事故の 36
年後の状況を 2019 年 Health Emergency and Disaster Nursing（HEDN）に投稿する予定である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．チェルノブイリ原発事故被災者の母親の移動と定住 
 
（３）福島原発事故被災者とチェルノブイリ原発事故被災者の母親の共通点と違い、および支
援モデル案の検討 
①福島原発事故被災者とチェルノブイリ原発事故被災者の母親の共通点と違い 
 福島原発事故およびチェルノブイリ原発事故の母親達の体験で共通していたのは、原発事故
災害避難者であることによる差別や偏見を受けていることであった。このような状況でも、同
郷の人々や同じ被災者には気兼ねなく話をしていた。 
 違いとしては、福島原発事故被災者の母親は賠償金をもらっていると思われていることで偏
見を受けていた。チェルノブイリ原発事故被災者の母親は、癌など身体的不安を 30 数年後の現
在でも不安であることを上げていた。 
 
②支援モデル案の検討 
チェルノブイリ原発事故の母親が、避難した先で前向きに生活できたことの要因として、同
じ町から避難した仲間の存在があった。福島原発事故被災者の母親は、自分が避難者であるこ
とが話せず、常に心のどこかで避難者であることが周囲に知しれるのではないかということに
不安を感じながら生活していた。一方で、同郷の被災者の中では、気にせず話ができていた。
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これらのことから、母親を支援するにあたっては、同郷または原発事故被災者同士の交流と仲
間つくりが必要であると考える。具体的には、交流の場を支援者が設定し、そこに集まった母
親達が仲間を見つけ、つながりながら相談し、支えあえるような助言である。発災から 3年程
度は、このような交流会が存在するが(大山, 2015; 草野, 2014)、その後の支援に関しては見
当たらない。母親の状況や子どもの成長を考慮しながら同郷の母親が集まり交流する場が必要
であろう。集会や交流会の注意点として、同郷のグル‐プまたは被災者を対象とすること、子
どもや家族のことが自然に話せるように災害支援を行ったことがあり被災者への理解が出来て
いるファシリテ‐タ‐を配置すること、母親の相談ごとなどは無理に全ての人が話すようにす
るのではなく話したい者ははなし、聞きたい母親は聴くだけでも良いこと等、様々な形で参加
できるようにすること大事にすること、子どもと一緒に参加できるようにすること、昼食や夕
食時にならないように午前または午後の 2時間程度とすることが上げられる。 
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